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2018 年１月 26 日 

各  位 

                         会 社 名   蝶 理 株 式 会 社 

代表者名   代 表 取 締 役 社 長   先 濵  一夫 

                                                 (コード番号 8014 東証第１部） 

問合せ先   経営政策部長   河村 泰孝 

（TEL．03-5781-6201） 

 

 

株式会社小桜商会の株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、株式会社小桜商会（以下「小桜商会」）の発行済株式の全株

式を取得し、子会社化することについて決議しましたので、お知らせします。 

今回の株式取得は、中期経営計画「Chori Innovation Plan 2019」の基本戦略の一つである「新規

開発・事業投資、M&A」の実行を通じて、事業範囲の拡大、子会社群の拡充を推進するものです。 

 

１．株式の取得の理由 

小桜商会は、1949 年創業の業歴 70 年を有する潤滑油添加剤を主力とする各種化学製品の販売会

社です。長年の歴史に培われた幅広くかつきめ細かいサービスの提供を背景に、主に国内取引先

を中心としたビジネスを展開し、潤滑油添加剤の市場で確固たる地位を築いております。 

当社は、化学品・機械事業において、有機化学品関連商材の取り扱いを主力事業としており、

小桜商会を子会社化することにより、小桜商会が取り扱っている商材の展開を協業・深耕できる

こと等によりシナジー効果が生じるものと考えております。 

加えて、小桜商会は業績が安定していることから、その子会社化は当社グループにおける連結

業績への寄与が期待でき、ひいては企業価値の増大に資するものと考えております。 

 

２．異動する子会社の概要（小桜商会の概要） 

（１） 名 称 株式会社小桜商会 

（２） 所 在 地 東京都港区西新橋三丁目３番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 中村 瑞一 

（４） 事 業 内 容 各種化学製品販売(潤滑油添加剤、燃料油添加剤等) 

（５） 資 本 金 60 百万円 （発行済み株式総数：1,500 株） 

（６） 設 立 年 月 2015 年 10 月(創業 1949 年 10 月) 

（７） 大株主及び持株比率 現取締役２名で発行済み株式 100%所有 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係、人的関係、取引関

係はありません。 
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（９） 当該会社の最近１年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2017 年６月期 

 純 資 産 710 百万円

 総 資 産 6,583 百万円

 １ 株 当 た り 純 資 産 473,021 円

 売 上 高 18,480 百万円

 営 業 利 益 322 百万円

 経 常 利 益 351 百万円

 当 期 純 利 益 252 百万円

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 168,167 円

注１：小桜商会は、2015 年 10 月設立であり、2017 年６月期が実質第１期決算になります。 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 名 称 現取締役(２名)：個人 

（２） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 

当社と当該個人（その近親者、当該個人及びその近親者が過半数を所有

している会社等並びにその子会社を含む）との間には、記載すべき資本

関係・人的関係・取引関係はありません。また、当社の関係者及び関係

会社と当該個人並びに当該個人の関係者及び関係会社の間には、特筆す

べき資本関係・人的関係・取引関係はありません。 

 

４．取得株式数及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 －株（議決権の数：－個、議決権所有割合：－％） 

（２） 取 得 株 式 数 1,500 株（議決権の数：1,500 個） 

（３） 取 得 価 額 株主が個人であり、非公表とさせて頂きます。 

（４） 異動後の所有株式数 1,500 株（議決権の数：1,500 個、議決権所有割合：100.0％） 

 

５．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2018 年１月 26 日 

（２） 株 式 譲 渡 契 約 書 

締 結 日 
2018 年 1 月 26 日 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 2018 年３月 29 日（予定） 

 

６．今後の見通し 

本件株式の取得により、小桜商会は当社の連結子会社となり、今後の当社連結業績に寄与す

るものですが、当社連結業績に与える影響は軽微であります。当社グループの業績に与える影

響につきましては、2018 年３月期決算発表と合せて公表予定の 2019 年３月期当社連結業績予想

に織り込む予定であります。 

 

７．その他 

本件取得は、独占禁止法第 10 条第２項に基づく届出にかかる公正取引委員会審査の結果にお

いて、排除措置命令の発令等、株式取得の実行を妨げる要因が存在しないことが前提となりま

す。 

                             以 上 


